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別紙１ 

「公共用無線局に係る臨時の利用状況調査の評価（案）」に対する意見募集に対して提出された意見とそれに対する総務省の考え方 

（令和２年５月 30日（土）から同年６月 29 日（月）まで意見募集） 

【提出意見】 
２件（件数は意見提出者数）の提出意見がありましたので、意見提出者ごとに、提出された意見及び総務省の考え方を以下に示します。 

（順不同） 

No. 
意見 

提出者 
提出された意見 総務省の考え方 

提出意見を踏

まえた案の修

正の有無 

1 ソフトバンク

株式会社 

（総論）昨今の周波数の利用ニーズの高まりを踏まえ、現在電波

利用料が減免されている公共用無線局のうち非効率な技術を用

いているものについて、利用状況の調査を行うことは電波の有

効利用に資することにつながるため、弊社として本調査の取り

組みに賛同します。今後も継続的にこのような利用状況の調査

が行われることを希望します。 

 

（意見）「周波数再編アクションプラン(令和 2年度改定版)」

において、 4.9GHz 帯、26GHz 帯及び 40GHz 帯は、5Gの追加周

波数割当て候補として、「令和 3年度中の割当てに向けて、情

報通信審議会において既存無線システムとの共用条件を含め、

技術的検討を進める」との方向性が示されています。 

加えて、当該帯域を現在利用している対象システムへの本調査

における評価でも、5G システム等の具体的なニーズが顕在化し

ている帯域であることが明記されています。 

このような 5Gの利用拡大ニーズが高まる一方で、5Gへの確実

な追加割り当てに向けては、対象システムとの調整(周波数共

用や周波数移行、代替システムの導入等)が検討課題となって

います。 

よって、「周波数再編アクションプラン(令和 2年度改訂版)」で

示された方向性に向けて円滑に割当てを進めるためにも、候補

帯域における無線システム及び免許人の状況を早期に明確化

し、移行先周波数の決定や終了促進措置の活用の是非も含めた

様々な可能性を見据え、具体的検討を推進いただくことを希望

します。 

ご賛同の意見として承ります。 

 

 

 

 

 

 

ご意見の通り、公共用無線局については、ニーズが顕在化し

ている帯域を含めて、電波の利用状況調査において、引き続

き、状況を注視し、評価を実施していく予定でございます。 

また、一部の周波数については、5G の追加周波数割当て候

補として、令和 3年度中の割当てに向けて、技術的な検討

を進める予定でございます。 

無 
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2 匿名 ○１７４ページ 

 デジタルＭＡＣについて、「災害に強い無線通信システムと

して、国や地方自治体等での導入が進展」としているが、他

方、ＭＣＡの無線局数は、平成１４年３月末には約６４万局で

あったものが一貫して減り続け、令和２年３月末には約１４万

局と、１８年間で１／４以下となっている。この事象について

も、触れるべきではないか。 

 

 ご意見を踏まえ、「⑤評価」に無線局数の推移の傾向に

ついて追記いたします。 

 

有 

○１７６ページ 

 「携帯電話への代替については約７０％弱の免許人から代替

不可能、高度ＭＣＡへの代替については約４０％の免許人から

代替不可能であると回答された」としているが、他方、図３－

４１－７を見ると「約９０％の免許人は「その他」の電波利用

システムに代替可能」としている。この事象についても、触れ

るべきではないか。 

 

 図 3-41-7 における「その他」の代替可能「約 90%」につ

いては、免許人全体の内、約 90％の方が代替可能と回答し

たことを示しているものではありません。 

 今回の調査では、他の電波利用システムへの代替可能性

に関する設問において「携帯電話」及び「高度 MCA」につ

いて回答いただいておりますが、それら以外にも想定され

るシステムがある場合に、「その他」として自由記載を求

めています。 

 この「その他」として回答された免許人は全体の約 2%に

留まっており、代替可能の約 90％については、この約 2%

の中の割合を示したものとなります。 

 ご意見を踏まえ、以下のように修正いたします。 

 

（修正前） 

 「携帯電話及び高度 MCAへの代替可能性を調査したとこ

ろ、携帯電話への代替については約 70％弱の免許人から代

替不可能、高度 MCAへの代替については約 40%の免許人か

ら代替不可能であると回答された。」 

 

（修正後） 

 「携帯電話及び高度 MCAへの代替可能性を調査したとこ

ろ、携帯電話への代替については約 70％の免許人から代替

不可能、高度 MCAへの代替については約 40%の免許人から

代替不可能であると回答された。 

 なお、その他は、携帯電話及び高度 MCA 以外に想定され

る代替システムがある場合に自由記載した免許人が対象で
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あり、対象者は免許人全体の約 2%であった。代替可能の約

90％は、この約 2%の中の割合を示している。 

○１７７ページ 

・（１）において、局数が一貫して減り続けていることについ

ても、触れるべきではないか。 

 

 

 ご意見を踏まえ、以下のように（２）を修正いたしま

す。 

 

（修正前） 

 （２）特に、近年の自然災害等の発生頻度や被災の状況

を鑑み、複数の通信手段の確保により災害対策の強化を図

るため、今後、デジタル MCA の導入を検討する地方公共団

体は増加するものと考えられる。 

 

（修正後） 

 （２）近年、デジタル MCA 全体の無線局数は漸減傾向に

ある一方、自然災害等の発生頻度や被災の状況を鑑み、複

数の通信手段の確保により災害対策の強化を図るため、今

後、デジタル MCAの導入を検討する地方公共団体は増加す

るものと考えられる。 

・（３）において、携帯電話への代替が進む可能性が低いこと

のみを述べるのではなく、図３－４１－７において約９０％の

免許が代替可能した「その他」の電波利用システムについても

触れるべきではないか。 

 前述の通り、「その他」として回答された免許人は全体

の約 2%に留まっており、代替可能の約 90％については、

この約 2%の中の割合を示したもののため、原案のままとい

たします。 

・（６）において「代替には財政負担が生じることから地方公

共団体の多くは具体的な更改計画が策定されていない状況」と

する一方、（５）において「今後、デジタルＭＣＡからの代替

を検討する地方公共団体が増加する可能性がある」としてい

る。この「増加する可能性」の根拠について、具体的に記載す

べきではないか。（代替に当たり財政負担が生じない施策があ

るのか。） 

 

 

 高度 MCAについては、自営用移動通信システムの特性を

確保しつつ、携帯電話で用いられている LTE技術を用いて

周波数の有効利用とシステムの更なる高度化へのニーズに

対応するため、平成 31年 4 月に必要な制度整備を行った

ところです。 

 代替には財政負担が生じることから、現時点において地

方公共団体の多くは具体的な更改計画が策定されていない

状況ですが、自治体の防災行政、消防、水防用途の利用局

数の推移が増加傾向にある（※）ことなどから、今後、高

度 MCAへの代替を検討する地方公共団体が増加する可能性

があるため、原案どおりといたします。 
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（※）情報通信審議会 情報通信技術分科会 陸上無線通信

委員会「900MHz 帯自営用移動通信システムの高度化

に関する技術的条件」報告（平成 30年５月 15日）

を参照 

・他のシステムにおける評価と同様（例：１６９ページの

（２）、１７３ページの（２）等）に、デジタルＭＣＡが使用

する周波数帯について、「他用途で使用する具体的なニーズの

有無」についても記載すべきではないか。（デジタルＭＣＡは

９００ＭＨｚ帯を使用しているところ、総務省では本年３月１

３日、「９００ＭＨｚ帯を使用する新たな無線利用に係る調査

の結果と今後の予定」を公表するなど、デジタルＭＣＡと同一

の周波数帯の新たなニーズ把握を行っていることから、これに

ついても触れるべきではないか。また、９００ＭＨｚ帯は需要

が高いと考えられる携帯電話のいわゆるプラチナバンドである

が、これについても触れるべきではないか。） 

 ご意見のとおり、デジタル MCAシステムの高度 MCAシス

テムへの段階的な移行を想定し、デジタル MCAの周波数を

対象に新たな無線利用に係る調査を行っています。 

 当該調査では、携帯電話を含む多数の無線利用の提案が

あり、本年３月にその結果を公表しております。 

 ご意見を踏まえ、以下のように修正いたします。（新た

に（７）の内容を挿入し、従来の（７）（修正後は（８））

の記載を修正。） 

 

（修正前） 

（７）したがって、今後、総務省では、本システムの公共

用としての社会的な役割等も考慮しつつ、電波の能率的な

利用の観点から、高度 MCAのサービス開始に向けた動向把

握のほか、地方公共団体におけるデジタル MCAからの代替

計画及び代替への課題について定期的に調査を行うことが

必要と考える。 

 

（修正後） 

（７）一方、デジタル MCAの高度 MCAへの段階的な移行を

想定し、総務省ではデジタル MCAが使用している周波数を

対象に新たな無線利用に係る調査検討を実施している状況

である。 

（８）したがって、今後、総務省では、本システムの公共

用としての社会的な役割等も考慮しつつ、電波の能率的な

利用の観点から、新たな無線利用の調査検討の実施や高度

MCAのサービス開始に向けた動向把握のほか、地方公共団

体におけるデジタル MCAからの代替計画及び代替への課題

について定期的に調査を行うことが必要と考える。 
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